
                      
 

第３章 目標達成のための対策と施策 

 
第１節 国、地方公共団体、事業者及び国民の基本的役割 
 
 

国は地球温暖化対策を総合的に推進するとともに自ら率先した取組を
実施する役割を担う。地方公共団体、事業者、国民も、それぞれの立場に
応じた役割を担うことが求められる。 

 
 
 地球温暖化対策の推進に関し、国は以下の基本的役割を担うこととし、地方
公共団体、事業者及び国民には以下の役割を担うことが求められる。 
各主体がこのような役割を認識した上で相互に密接に連携して対策を推進す
ることにより、各主体の取組単独による効果を超えた相乗的な効果を発揮する
ことが期待される。 
 
１．「国」の基本的役割 
 
（１）多様な政策手段を動員した地球温暖化対策の総合的推進 
 
 国は、温室効果ガスの排出の削減等のためには、大量生産・大量消費・大
量廃棄型の社会経済活動や生活様式の見直しが不可欠であることを踏まえつ
つ、本計画の推進を通じて、我が国の地球温暖化対策の全体枠組の形成と地
球温暖化対策の総合的実施を担う。また、国の各機関は、この全体枠組に沿
って十分な連携を図り、自主的手法、規制的手法、経済的手法、情報的手法、
環境影響評価、社会資本の整備等の措置の活用を含む多様な政策手段を動員
して、対策を推進する。 
 また、国の各機関は、地球温暖化防止を主目的としない施策の実施に当た
って、温室効果ガスの排出の抑制等に資するように配慮する。 
 
（２）率先した取組の実施 
 
国は、社会全体への普及促進を重視しつつ、自らがその事務及び事業に関し
温室効果ガスの排出の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置を、
率先して実施する。 
 
 
２．「地方公共団体」の基本的役割 
 
（１）地域の特性に応じた対策の実施 
 
 地方公共団体は、その区域の自然的社会的条件に応じて、温室効果ガスの
排出の削減等のための総合的かつ計画的な施策を策定し、実施するよう努め
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る。 
 
 例えば、省ＣＯ２9型のまちづくり、公共交通機関や自転車の利用促進、バ
イオマスエネルギー等の新エネルギー等の導入など、地域の自然的社会的条
件に応じた先駆的で創意工夫をこらした対策に取り組む。 
 
（２）率先した取組の実施 
 
 地方公共団体自身が率先的な取組を行うことにより地域の模範となること
が求められる。このため、地球温暖化対策推進法に基づき、地方公共団体の
事務及び事業に関し実行計画を策定し、実施する。 
 
（３）地域住民等への情報提供と活動推進 
  
都道府県地球温暖化防止活動推進センター、地球温暖化防止活動推進員、
地球温暖化対策地域協議会が指定、委嘱、組織されている場合には、その活
用を図りながら、教育、民間団体支援、先駆的取組の紹介、相談への対応を
行うよう努める。 
 
 
３．「事業者」の基本的役割 
 
（１）創意工夫を凝らした取組 
 
 それぞれの事業者が創意工夫を凝らしつつ、事業内容等に照らして適切で
効果的・効率的な地球温暖化対策を幅広い分野において自主的かつ積極的に
実施する。また、省ＣＯ２型製品の開発、廃棄物の減量等、他の主体の温室
効果ガスの排出の抑制等に寄与するための措置についても可能な範囲で推進
する。 
 
（２）社会的存在であることを踏まえた取組 
  
社会の一員である事業者は、単独に又は共同して自主的に計画を策定し、
実施状況を点検する。また、従業員への環境教育を実施するとともに、労働
組合や消費者団体・地域団体などと連携して温室効果ガスの抑制等に取り組
む。また、国、地方公共団体の施策に協力する。 
 
（３）製品・サービスの提供に当たってのライフサイクルを通じた環境負荷の
低減 
 
 最終消費財を提供する事業者は、製品・サービスのライフサイクルを通じ、

                                                  
9  省ＣＯ2とは、この計画においては、省エネルギーの促進等のエネルギー需要面での対策、あるいは原

子力の推進、新エネルギー等の導入等のエネルギー供給面での対策等により、二酸化炭素の排出が抑制・

削減されることをいう。
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温室効果ガスの排出量等を把握するとともに、これらの環境負荷の低減に寄
与する製品・サービスの提供を図る。また、製品・サービスによる温室効果
ガス削減に関連する情報を提供する。 
 
 
４．「国民」の基本的役割 
 
（１）日常生活に起因する温室効果ガスの排出の抑制 
 
 近年の温室効果ガス排出量の増加は家庭・運輸（自家用乗用車）といった
国民生活と密接に関連していることを認識し、大量消費・大量廃棄型の生活
様式の変革に積極的に取り組む。 
 具体的には、自らのエネルギー消費量・温室効果ガス排出量を把握すると
ともに、住宅の断熱化、省エネ機器への買い換え、公共交通機関や自転車の
利用促進等、省ＣＯ２型の生活を選択する。 
 また、待機電力等の節電、不要不急の自動車利用の自粛等のきめ細かな取
組を行う。 
 
（２）地球温暖化対策活動への参加 
 
 地球温暖化問題への理解をさらに深めるとともに、リサイクル運動、森林
づくりなどの緑化運動等の温暖化対策活動への積極的な参加に努めるなど各
主体との連携した取組を実施する。 
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